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医療介護総合確保促進法に基づく平成２８年度千葉県計画の策定について 

＜計画策定スケジュール＞ 

 27 計画 

28 計画 

会議 
医療・介護人材分 介護施設分 

27 年 
6 月 

 
  

   

7 月 

 
 

   
 

8 月 

 
 
 

   
 

9 月  
 

   

10 月  
 

   

11 月  
 

   

12 月  
 

   

28 年 
1 月 

 
 

 
 

  

2 月  
 

   

3 月 
 
 
 

   

4 月 
以降 

 
 
 
 
 

 
 

  

 

 

※ 促進会議とは、千葉県医療介護総合確保促進会議を示す 

※ 国から H28 年度計画のスケジュール、規模は示されていないので、平成 27 年度を参考に計画

している。 

 

 

【国】県へ内示（医療分） 

【県】7 月中旬 国計画提出 

【国】県へ交付決定 

7 月促進会議 

【県】 

関係団体・市町村等

に事業提案募集 

（7月31日まで） 

【県】提案された事業を

参考に事業化の検討 

促進会議 

促進会議 

【県】事業実施 

【国】平成 28 年度厚生労働省予算概算要求概要の公表 

【国】平成 28 年度予算案公表 

【県】平成 28 年度当初予算（案）公表 

【国】県へ内示（介護分） 

【県】 国計画提出 

【県】 国へ要望 

【国】 県へ内示 

【県】市町村

へ 事 業 量 見

込み調査 

【県】市町村

ヒ ア リ ン グ

実施（予定） 

【県】９月補正 
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地域医療介護総合確保基金に係る事業提案の募集について（平成 28 年度分） 

 

１．地域医療介護総合確保基金の概要 

 平成２６年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法

律」において、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を展望し、医療介護サービスの提

供体制改革のための新たな財政支援制度が創設されました。この制度では、県に消費税増収

分を財源とする基金（地域医療介護総合確保基金。以下「基金」という）を設置するととも

に、県は地域の実情に応じて県計画を作成し、基金を活用して医療及び介護の総合的な確保

に取組みます。 

  

２．提案募集の主旨 

 基金の活用にあたっては、毎年度千葉県計画を策定し、計画に基づき事業を実施します。 

 今回は、平成２８年度千葉県計画の策定にあたり、計画事業について提案募集を行うもの

です。 

 

３．対象事業 

 基金では、国で定めた「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方

針」に即した以下の項目に該当する事業が対象となります。 

利用者の視点に立って切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築していくことを目標

に、以下の対象事業に合致する事業について御提案をいただきますようお願いいたします。 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

（２）居宅等における医療の提供に関する事業 

（３）医療従事者の確保に関する事業 

（４）介護従事者の確保に関する事業 

 ※対象事業の詳細については、別紙「事業例一覧」を参照してください 

 ※介護施設等の整備に関する事業については、市町村が「第６期介護保険事業計画」を踏

まえ、事業見込量を取りまとめた上で、県あてに提出することとなりますので、平成 

２８年度以降整備を予定する事業者におかれましては、当該市町村あて御連絡願います。 

                             

 ４ 提出期限 

  平成２７年７月３１日（金） 必着 

 

 ５ 提出方法 

別紙様式「地域医療介護総合確保基金の活用に係る事業提案書（平成 28 年度分）」に記

載の上、電子メールにより提出をお願いします。 

 様式は、千葉県ホームページ「健康福祉政策課医療・介護連携室」のページからダウン 

ロードしてください。 

 ホームページアドレス http://www.pref.chiba.lg.jp/kenfuku/iryo-kaigo.html 
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６ 留意事項 

①対象とならない事業 

医療・介護サービスの提供体制の改革と関連がないものや、診療報酬や介護報酬、その

他の補助金で措置されているものは、原則対象外です 

在宅医療と介護の連携に関する事業について、内容によっては市町村が実施する介護保

険法の地域支援事業（在宅医療・介護連携推進事業）に該当することから、基金事業に該

当しないことがありますので、市町村と御相談ください。  

②事業者負担 

 特定の事業者の資産形成につながる事業については、必ず事業者負担を求めます。 

③調達方法 

 事業実施にあたり、調達を行う場合には、一般競争入札を原則とします。 

 

７ 提案書の取扱い 

 御提案いただきました事業を参考に、地域の医療及び介護の総合的な確保のための事業

の実施に関する都道府県計画を策定してまいります。 

 個別にヒアリング等を実施することもありますので、御協力をお願いします。  

 なお、今回の事業提案の募集はあくまで計画策定の参考とするものであり、県において

計画策定、国から交付金を交付された後、補助事業等として事業化した上で実施していき

ます。 

 そのため、御提案いただいた事業が計画に採用されたとしても、事業採択されたという

ものではございませんので、御注意ください。 

  

８ 平成 28 年度計画に係るスケジュール（予定） 

 

Ｈ27 月 7 月末日 各関係団体等からの事業提案〆切 

Ｈ27 年 8 月 必要に応じて提案事業に対するヒアリング 

Ｈ27 年 8 月～ 県計画（案）の検討 

＊国への計画提出等のスケジュールは未定です 

 

 

９ 提出先・問い合わせ先 

 千葉県健康福祉部健康福祉政策課医療・介護連携室担当（久保木・青山・櫻井） 

 電話 ０４３－２２３－２６０８     ＦＡＸ ０４３－２２２－９０２３ 

 メール chihuku@mz.pref.chiba.lg.jp 



（別紙様式）

○医療分野 ＮＯ

○介護分野 ＮＯ

1

(

優
先
度
が
高
い

事業名 医療情報連携システム整備促進事業

事業区分

(現状）
・増加する医療需要に対応するための医療従事者の確保が必要だが、千葉県の医療従事者数は全国的に
も乏しく、限られた医療資源の中で効率的で質の高い医療を提供する必要がある。
・各圏域で医療介護連携体制の構築は進みつつあるが、　インフラ整備には費用がかかるため、システム整
備までに至らず、県内の一部でしかシステム導入がなされていない状況である。

［事業内容）
地域の医療資源を有効に活用し、患者に質の高い医療を提供できる体制づくりを促進するために、医療機関

地域の現状と課題
（課題）
・医療情報の効率的な情報共有ができないため、重複検査が行われる等効率的で質の高い医療を提供でき
ない
・病院とかかりつけ医の連携が促進しない

事業のねらい
（課題解決策）

事業対象となる区域
（該当圏域に☑）

事業の実施者
（基金の交付先）

地域医療介護総合確保基金の活用に係る事業提案書（平成２８年度事業分）

団体名 千葉県○○会

担
当
者

所属 千葉県○○会総務課 連
絡
先

電話番号 ○○○―○○○―○○○○

職 事務長 FAX ○○○―○○○―○○○○

氏名 千葉太郎 E-mail ○○＠○.○○.ｊｐ

1 別紙資料（「事業例一覧.pdf」)のうち、本事業が対応する番号を記
入してください。

　

医療機関、市町村、地区医師会など

　地域の実情にあわせて、病院が保有している患者の診療情報を診療所等が活用できる情報ネットワークを
形成することで、急性期から回復期、さらには在宅復帰までの切れ目のない医療情報システムを導入し、医
療連携を促進する

記載例

千葉 東葛北部 東葛南部 印旛 香取海匝 山武長生夷隅 安房 君津 市原

県全域

 4

平成 28 年 4 月 ～ 平成 31 年 3 月

※

い
順
番
に
番
号
を
ふ

っ
て
く
だ
さ
い

）

事業の効果が及ぶ
職種

（該当職種に☑）

地域の医療資源を有効に活用し、患者に質の高い医療を提供できる体制づくりを促進するために、医療機関
等が行う医療情報連携システムの導入に対して補助する。ただし、システムの効果的な運用のために以下の
ような条件を付す。
①参加医療施設には急性期病院（サーバーシステム設置施設）、回復期病院、在宅患者の急変時に受入れ
を行う病院、診療所を全て1施設以上含んでいること。
②参加施設がシステム運用開始時から10施設以上あること。
③　……
④　……

事業内容

（積算）　【平成27年度】　１/２補助
　システム構築費　○○円
　サーバー機器購入費　　○○円　　PC×　○台＝○○円　　回線接続費　○○円×○箇所
　＊維持費、管理費は対象としない

総事業費
（千円）

99,000

49,500

事業が複数ある場合は、２ページ以降の枠を使い、優先度が高い順番にご記入ください。

16,500

33,000 33,000

（参考）セル内で改行するときは、改行したい位置で、［Alt］キーを押したまま［Enter］キーを押すと改行されます。

事業期間

事業の効果
（2025年時点のイ

メージ、圏域又は県
全体への波及効果

等）

・検査・診察情報が共有できることにより、検査の役割分担の促進や、かかりつけ医と専門医の機能分化が
進み、患者は入退院時等やかかりつけ医等において、継続性の高い医療の提供を受けることができる
・患者は、重複検査、重複した薬剤処方の回避ができる

・システム利用者数　　○○人（平成30年末）

概算
事業費
（千円）

年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降 計 事業の提案状況

33,000

16,500 16,500
基金充当額

（千円）

医師 歯科医師 薬剤師 看護職員 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

介護福祉士 社会福祉士 介護支援専門員 生活相談員 ヘルパー

千葉 東葛北部 東葛南部 印旛 香取海匝 山武長生夷隅 安房 君津 市原

県全域

今回初めて提案

H２６年度事業提案

H２７年度事業提案

医師 歯科医師 薬剤師 看護職員 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

介護福祉士 社会福祉士 介護支援専門員 生活相談員 ヘルパー

千葉 東葛北部 東葛南部 印旛 香取海匝 山武長生夷隅 安房 君津 市原

県全域

今回初めて提案

H２６年度事業提案

H２７年度事業提案

 4


